（別添１）

令和　　年　　月　　日

　山梨県福祉保健部

福祉保健総務課 福祉企画・生活保護担当 宛て 

募集要項等に関する質問書

法人等の名称：

住所又は所在地：

担当者名：

電　話：

ＦＡＸ：

E-mail：

〔質問の内容〕

	質問項目
	（募集要項・仕様書の別、ﾍﾟｰｼﾞ、項目等）

○

	内　容
	○


（注意）質問事項は、当様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。

あて先　福祉保健総務課　FAX番号　055-223-1447
　　　　　　　　　　　　E-mail　　hokensom@pref.yamanashi.lg.jp
（様式１）
令和５年度　山梨県地域生活定着支援センター事業

企画提案書
令和　　年　　月　　日
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人等の名称　　　　　　　　　　　
	１　地域生活定着支援センターの運営方針に関する事項

	【業務実施に当たっての考え方】
○地域生活定着支援センターを運営するにあたっての基本的な考え方について、「仕様書」及び「指針」に規定する委託事業目的等を踏まえ記載すること。



	○対象者に対する支援体制の考え方や、受入れ施設に対する公平性の確保の考え方について、具体的に記載すること。



	○貴団体が持つ知識・ノウハウや、これまでの高齢者・障害者への支援実績等がある場合、それをどのように活かしていくかを含めて記載すること。



※　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。
法人等の名称　　　　　　　　　　　
	２　地域生活定着支援センターの管理運営に関する事項

	【運営体制】

○センターの所在地、連絡先、開所日（曜日）、開所時間等について記載すること。必要に応じて平面図等を添付すること。



	○どのような資格、経歴を持つ者を何人配置するのか、職員として確保できている者の氏名、資格、経歴等、これから確保する場合の方策について、可能な限り具体的に記載すること。



	○職員の資質向上のための具体的な取組みについて、内容・取組みスケジュール等について記載すること。




※　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。
法人等の名称　　　　　　　　　　　

	２　地域生活定着支援センターの管理運営に関する事項

	【収支計画】

令和５年度の収入計画
（単位：千円）
区分
金額
内訳（積算など）
1)県委託料
　
　
2)その他
計
　
　
令和５年度の支出計画
（単位：千円）
区分
金額
内訳（積算など）
1)報酬
　
　
2)給料
　
　
3)職員手当
　
　
4)賃金
　
　
5)共済費
　
　
6)報償費
　
　
7)旅費
　
　
8)需用費
(消耗品費・印刷製本費等)
　
　
9)役務費
　
　
10)委託料
　
　
11)使用料及び賃借料
　
　
12)備品購入費
　
　
計
　
　
　※他に必要な予算科目がある場合は追加して記載してください。

　※欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	○経費節減のために工夫した点があれば記載して下さい。




※　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。
法人等の名称　　　　　　　　　　　

	３　地域生活定着支援センターの事業内容に関する事項

	（１）円滑かつ効果的な支援の実施について

○対象者の意思や主体性を尊重した上で、次の点について、具体的な対象者の例（高齢者、障害のある者、帰住予定地の有無等）をあげて、対象者への支援方策を記載すること。

・対象者が必要としている福祉サービスの把握と、それに見合う活用可能な社会資源

・受入施設等の選定、確保等の方策



	○矯正施設を退所した高齢者・障害者等の支援を実施した実績があれば、その内容を記載すること。




※　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。
法人等の名称　　　　　　　　　　　

	３　地域生活定着支援センターの事業内容に関する事項

	（２）関係機関との連携について

○対象者を支援する上で、関係機関との連携の方策、センターとしての具体的な体制づくりについて記載すること。

関係機関の例：保護観察所、他の都道府県センター、福祉サービス提供施設、自治体等

上記の他に連携体制を想定している機関があれば、当該機関との連携についても記載すること。

関係機関等との会議を予定している場合は、構成メンバーを記載すること。




※　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。
法人等の名称　　　　　　　　　　　

	３　地域生活定着支援センターの事業内容に関する事項

	（３）その他

○個人情報保護の取組みについて記載すること。具体的なガイドライン（案）がある場合は、記載又は添付すること。



	○対象者及びその親族等から寄せられた苦情に対しての解決方法、処理体制について記載すること。

　

	○地域住民の理解促進、センター運営に関する提案事項、地域において実施している社会福祉貢献活動等があれば記載すること。




※　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。
（様式２）

法人等の概要に関する書類

（令和５年　　月現在）

	法人等の種別
	社会福祉法人　　　　　特定非営利活動法人

その他（　　　　　　　　　　　）

	法人等の名称
	

	法人等の住所又は所在地
	

	連絡先
	TEL　　　　　　　　　　　FAX

E-mail

	担当責任者
	部署

氏名

	組織・執行体制
	

	常勤職員数
	　　　　　　　　　　　人

	事業内容
	

	特色・実績等
	


(1)法人等の種別は、該当するものを○で囲むこと。該当するものが無い場合は、その他を囲み、（　）内に内容を記載すること。

(2)常勤職員数欄には、申請時の職員数を記載すること。

(3)実績は、当該事業に関連する事業、その実績が当該事業に活かせると思われる事業について記載すること。

(4)欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。
（様式３）

令和　　年　　月　　日

誓　　約　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　印

　　　本団体は、下記事項すべてに該当していることを誓約します。

記

１　応募要件を満たしていること。　

２　提出した書類に虚偽又は不正はないこと。　
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